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１ 介護予防・日常生活支援総合事業（総合事業）について

〇総合事業は、市町村が中心となって、地域の実情に応じて、住民等の多様な主体が参画し、多様なサービスを充実する
ことで、効果的かつ効率的な支援等を可能とすることを目指すもの。

○介護予防給付のうち介護予防訪問介護及び介護予防通所介護は、訪問型サービス、通所型サービスとして介護予防・
日常生活支援総合事業に位置づけられている。本市においても国のガイドラインに基づき、訪問型サービス、通所型
サービス、ケアマネジメントを実施しており、当該事業に係る報酬についても、国が定める基準を参考に市が定めている。

介護給付（要介護１～５）

介護予防給付
（要支援１～２）

訪問看護、福祉用具等

訪問介護、通所介護

介護給付（要介護１～５）

介護予防給付（要支援１～２）

介護予防・日常生活支援総合事業
（要支援１～２、それ以外の者）

○介護予防・生活支援サービス事業
・訪問型サービス
・通所型サービス
・介護予防支援事業(ｹｱﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ)
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む要支援者向け事業、介護予防支援事
業。

現行と同様

多
様
化

現行と同様

事業に移行

全市町村で実施

（平成29年4月開始）

国
が
定
め
る

介
護
報
酬

市
が
定
め
る

介
護
報
酬



2

２ 介護職員等ベースアップ等支援加算の仕組み

（厚生労働省「介護職員の処遇改善に係る加算の概要」より一部抜粋）

国が定める介護報酬の改定

⇒当該、介護報酬改定を踏まえ、本市の総合事業にかかる報酬改定が必要
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３ 本市の介護職員等ベースアップ等支援加算の加算率について

○厚生労働大臣が定める基準に基づく、介護職員等ベース

アップ等支援加算の加算率は、訪問介護が2.4％、通所介護

が1.1％である。

本市の介護予防・日常生活支援総合事業の加算率について

も同割合を令和4年10月より適用。

（老発 0621 第１号「介護職員処遇改善加算、～」より一部抜粋）

【理由】

当該、介護職員等ベースアップ等支援加算については、国に

おいて介護人材不足の要因のひとつである介護職員の低賃

金に係る対策の一環であることを鑑み、本市独自の基準を設

けず、国と同割合の加算を適用することが望ましいため。

なお、阪神間の他市についても同様の改定を行っている。


